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Summary
Thisstudyidentifedtheobstaclesofthe.frailelderlyinacommunitytoactivitiesforindependent
living.Thestudyusedthedata-basecolectedbytheotherresearchprojectt'eam.Thebasicresearch
designwasacross-Sectionalsurveywithinterviewofthefrailelderly.perfわrmedbywel-trainedcare
managers.Thenumberofsamplewas321,andthesamplewaswidelycolectedfromavarietyofcities
andtownsinJapan.Themeasuresusedinthestudywerereliableandvalid.Theresultsshowedthat
(1)physicalandcognitivefunctioningaswelasdemographicssuchasageandsexweresigni丘cant
factorsefectingtoileting:and(2)physicalandcognitivefunctioningwasasignifcantfactorefecting
bathingandcleaning,andmealeating.Thisstudyimpliedincaremanagementpracticethat(1)acare
managershouldcarefulyassessthephysicalandcognitivefunctioningofthefrailelderlybecauseof
comprehensiveunderstandingoftheobstaclestotheiractivitiesforindependeptliving;and(2)acare
managershouldcarefulyassesstoiletingandtherelatedfactorsandsetagoalofcaringfortoileting
becausethetoiletingwasavery･sensitiveissueforparticularindividuals. 1
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ケアマネジャー CaI･emanager
Ⅰ.緒言
2000年4月より､高齢者の保健 ･福祉分野において､
介護保険制度が導入された｡それは､多様化する要撃護
高齢者のニーズを総合的に支援していくことを理念とし
て創設された制度である｡その制度の中で､在宅ケアを
推進していく重要な要として､ケアマネジメントが位置
付けられた｡ケアマネジメントとは､｢要援護者やその
家族がもつ複数のニーズと社会資源を結びつけること｣ lI
(1)
である｡そして､その担い手はケアマネジャーと呼ばれ､
その主な役割は､要援護高齢者が地域で生活をおくるう
えで困難となる課題や､解決が望まれる課題を的確に捉
え､課題解決に適した支援をコーディネートしていくこ
とにある｡そして､最終的には､ケアマネジメントによ
り､要援護高齢者の在宅生活の質を高めるように支援す
ることにある｡そのために､ケアマネジャーは要援護高
齢者が在宅生活をおくる上での生活ニーズを正確に把握
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することが求められる2)0
生活ニーズとは､要援護高齢者 (以下､要援護者とす
る)が ｢日常生活をおくるうえで生じる困り事｣と､そ
の ｢課題を解決するための目標 ･結果｣と定義づけられ
る3)｡そして､それについて､要援護者の身体的､精
神 ･心理的､社会的な状況などの多様な側面から捉えな
ければならないとされている｡しかし､身体的､精神 ･
心理的､社会的な側面のどのような状況が生活ニーズに
影響を与えているのかについては､まだ十分に明らかに
されていない｡そこで､生活ニーズを把握するためには､
｢日常生活をおくるうえで生じる困り事｣に､どのよう
な要援護者の状態が関連しているのかをまず明らかにす ･
る必要がある｡ l
日常的な生活行為を困難にする要援護者の状態とし
て､リハビリテーション分野などにおいては､座位姿勢
の保持や､立ち上がり､移乗などの身体動作の関連が指
摘されている4)5)｡そして､それらの動作を系統的に組み
合わせて遂行するためには認知機能が必要になるといわ
れている6m8m)b このように､リハビリテーション分野に
おいては､生活行為を困難にする要因として､身体的､
また認知機能的な状態があげられている｡さらに､看護
分野などでは､認知機能や問題行動の状態が､生活障害
を生み出す原因となることを指摘している10)｡ しかしな
がら､福祉分野においては､身体的､認知的な状態と生
活行為の困難さとの関連を明らかにする実証的な研究が
ほとんどなされていない｡その理由の一つとして､身体
や認知機能に焦点を当てることは ｢医学モデル｣を導き
易く､福祉的な支援目標を導く上では､福祉的援助から
の変容が可能な社会環境的側面に注意を向けやすいため
ではないかと考える｡その結果として､福祉的な視点か
らの､身体的､認知的なアセスメント実践の必要性や､
それらに対する福祉的な援助視点が､実証的研究に基づ
く結果から議論されてこなかった｡
そこで本研究では､要援護者の身体的､認知的な側面
を取り上げ､それらが､生活ニーズを捉える上で重要と
なる基礎的生活行為と､どのように関連しているのかを
明らかにしたい｡
なお､今回の研究では､基礎的生活行為として､排継､
入浴 ･清潔保持､食事行為を取り上げる｡その理由とし
ては､それらは､日常生活の中で最も基本となる行為で
あり､マズローの基本的欲求モデルにおいても最も基本
的なこ.-ズであるとされているからである｡
具体釣な研究目的は､基礎的生活行為が困難な状態に
なるのは､どのような身体的､t認知的な要因が関連して
いるのかを明らかにすることである｡身体的要因として
(2)
は､｢寝返 りができる｣や ｢移乗ができる｣などの基本
動作､認知的要因としては ｢自分の名前を答える｣や
｢毎日の日課の理解ができる｣などの記憶力や理解力の
状態を取り上げる｡また､基礎的生活行為を困難にする
要因として痴呆関連要因を考え､その具体的な変数とし
て ｢被害的妄想｣や ｢不潔行為｣などの問題行動を捉え
ることとした｡さらに､本研究の結果から､ケアマネジ
ャーが高齢者のアセスメントを行う際､どのようなこと
に留意する必要があるのかを示す｡
Ⅰ.研究方法
1 研究設計 ･分析対象寺
本研究では､数値化されたデータを使用する二次分析
を行った｡
オリジナル ･データは､ケアマネジメント研究会 (辛
務局 :ニッセイ基礎研究所)が､｢クライエントのニー
ズを重視したケアマネジメントのプロセスを客観的なデ
ータ分析に基づいて体系化 (以下省略)｣1す るために､
収集したものである｡その収集方法は､ケアマネジメン
ト研究会が主催する ｢ケアマネジメント研修会｣におい
て､ケアマネジメント研究会メンバー､および､ケアマ
ネジメント研究会が選定したケアマネジャーから､要援
護在宅高齢者に関する記入済みアセスメント用紙の回収
を行っている｡データ収集の期間は､1995年から1999年､
の間の4年間である｡
オリジナル ･データの内容は､(1)全国社会福祉協
議会出版 『居宅サービス計画ガイドライン』のアセスメ
ント用紙12)を使用して得られた実際の事例 (要援護在宅
高齢者への聞き取 り調査からケアマネジャーが記入し､
データ化したものである)で､321ケース集められてい
る｡(2)321ケースは､統計処理が可能となるように､
全てコ.-ド化し､数値的データとして保存されている｡
分析対象者は､その特徴として､(1)･75歳以上の後
期高齢者が中心となっていること､(2)約9割が家族と
同居している高齢者であること､(3)約9割の対象者
が基礎的生活行為において何らかの介助を受けているこ
とがあげられる｡つまり､本研究の分析対象者は､要援
護状態にあり､家族と同居している高齢者である(表 1)0
2 分析に使用した変数
(1)基本動作
｢基本動作｣変数は､視聴覚などの感覚器を含む身体
的な機能を前提とした身体動作を中心に構成されてい
る｡具体的には､｢両足での立位保持｣､｢歩行｣､｢移乗｣､
｢立ち上がり｣､｢起き上がり｣､｢両足つかない座位保持｣､
l
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表 1 要援護在宅高齢者の基本属性 (N=321)
八〇一セント
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累積八〇一セント
60歳未満
60-69歳
70-79歳
80-89歳
????
? ? ?? ? ?
1.2
8.4
32.7
37.7
90歳以上 33 10.3
1.4
10.7
46.9
88.6
100
欠損値 31 9.7●=■■…=●日日●■=●●■=…=■=-■-■●■一→●--●●→-●-●●●-●■-■-●●-●-■●■●●●●●■●●--●-●●-●-●-●-●叫●■●-●-●●●--■●-●■●■-●■●一●--●-■一■●■●-●●-●→●-●●■←-●■●●=■…●=●●■-●
性別 有効 男性 123 38.3 39.4
女性 189 58.9 100
欠損値 9 2.81LHlHPJ+rLJHO"tJHt..-.-...I.-.-.-...I...-JI.-.lI1....-..I-..-.-..I-..-...1..-.....I-..I-.-.--..I..-.lI-.-.lI-.A-..I.-...--.lI..-Il.--I.--I....-.I..I.I.-.-Hr.J+.-I-tl+"JIP*HA4-l+JtAJ+4
同別居形態 有効 独居 36 11.2 11.5
同居 277 86.3 100
欠損値 8 2.5日4rlPfflHHHMtrM+lPf.t+4rlr+rLJ"IHI.4..+..+44J-I.lI..........I...-...........I.....I..-...-.-I.I-.-..-.I.-I.II"-.-..-....-.I-...-I-..-.-.....I....-....I..lI4+-+.PHtHltf+MTH
要介護度 ノ 有効 要支援 21 6.5 10.6
要介捷1
要介捷2
要介捷3
要介津4
要介護5
欠損値
26
37
53
38
23
123
8.1
ll.5
16.5
ll.8
7.2
38.3
寝たきり度 有効 JI
J2
Al
?????? ??
欠損値
15
31
45
49
35
46
14
47
39
痴呆度 有効 自立 5
?
?
?
?
?
?
欠損値
36
ll
30
30
8
21
1
179
4.7
9.7
14
15.3
10.9
14.3
4.4
14.6
12.1
5.3
16.3
32.3
49.6
62.1
78.4
83.3
100
援助実施状況 有効 全く援助を受けていない
家族援助のみ
サービス援助のみ
両方
欠損値
34
128
0
152
7
著者名 :福井貞亮 論文表題略記 :要援護在宅高齢者の基礎的生活行為
(3)
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｢両足ついての座位保持｣､｢寝返り｣､｢片足での立位保
持｣､｢関節の動き｣､｢麻痔等｣､｢聴力｣､｢視力｣の13項.
目からなっており､内容的妥当性を考慮するために因子
分析を行い､因子の一貫性の確認を行っている｡また､
信頼性 (内的一貫性)を示すクロンバッハのaは､0.91
と高い値であった｡したがって､本尺度の信頼性及び安
当性は存在すると考える｡
(2)認知
｢認知｣変数は､基本的な事柄の記憶力や日常生活に
ついての理解力を示す内容から構成されている｡具体的
には､｢介護側の指示への反応｣､｢意思の伝達｣､｢今の
季節を理解する｣､｢自分のいる場所を答える｣､｢毎日の
日課の理解｣､｢生年月日･年齢を答えーる｣､｢面接調査の
直前記憶の有無｣､｢自分の名前を答える｣の8項目から
なっており､内容的妥当性を考慮するために因子分析を
行い､因子の一貫性の確認を行っている｡また､信頼性
(内的一貫性)を示すクロンバッハのαは､0.93と高い
値であった｡したがって､本尺度の信頼性及び妥当性は
存在すると考える｡
(3)問題行動
｢問題行動｣変数は､■認知機能に何らかの障害が生じ
る結果､派生的に生じる精神症状や行動の障害を示す内
容から構成されている｡具体的には､｢外に出たがり目
が離せない｣､｢迷子｣､｢目的なく動き回る｣､｢感情障害｣､
｢落ち着きがない｣､｢暴言 ･暴行｣､｢執掬な繰返し､不
快音など｣､｢大声｣､｢助言 ･介護への抵抗｣､｢周囲が迷
惑する性的行動｣､｢異食行動｣､｢破壊行動｣､｢不潔行為｣､
'｢被害的妄想｣､｢作話をし周囲に言いふらす｣､｢幻視 ･
幻聴など｣､｢収集癖｣､｢火の始末 ･管理｣､｢ひどい物忘
れ｣の19項目からなっており､内容的妥当性を考慮する
ために因子分析を行い､因子の一貫性の確認を行ってい
る｡また､信頼性 (内的一貫性)を示すクロンバッハq)
αは､0.84と高い値であった｡したがって､本尺度の信
頼性及び妥当性は存在すると考える｡
以上､それぞれの変数は､各項目で得られた得点を合
計したものであり､点数が高くなるほど､基本動作が困
難な状態､認知 (見当識､記憶､コミュニケーション)
が困難な状態､問題行動が多く生じている状態にあるこ
とを示している1.
(4)基礎的生活行為
基礎的生活行為は､高齢者研究でよく用いられる概念
で､日常生活を構成する重要な行為として捉えられてい
る｡具体的には､排准､入浴､食事､整容､衣服着脱な
どがあり､ここでは､｢排壮｣､｢入浴 ･清潔保持｣､｢食
事｣の3つの行為を取り上げる｡
(4a)排雅行為
｢排壮｣変数は､排壮行為の状態を示す内容から構成
されていろ｡具体的には､｢排尿後の後始末｣､｢排便後
の後始末｣､｢尿意｣､｢便意｣の4項目からなっており､
内容的妥当性を考慮するために因子分析を行い､因子のI
一貫性の確認を行っている｡また､信頼性 (内的一貫性)
を示すクロンバッハのαは､0.93と高い値であった｡し
たがって､本尺度の信頼性及び妥当性は存在すると考え
る｡
(4b)入浴 ･清潔保持行為∫
｢入浴 ･清潔保持｣変数は､入浴 ･清潔保持行為の状
態を示す内容から構成されている｡具体的には､｢洗顔｣､
｢口腔滞潔｣､｢整髪｣､｢洗身｣､｢一般家庭浴槽の出入｣､
｢っめ切り｣の6項目からなっており､内容的妥当性を考
慮するために因子分析を行い､因子の一貫性の確認を行
っている｡また､信頼性 (内的一貫性)を示すタロンバ
ッハのαは､0.92と高い値であった｡したがって､本尺
度の信頼性及び妥当性は存在すると考える｡
(4C)食事行為
｢食事｣変数は､｢スプーンなどで食事がとれますか｣
という ｢食事摂取｣の状態を把握する1項目で構成され
る｡1項目であるため､｢食事｣変数のみが信頼性を確
認することができなかったが､表面的妥当性は確保され
ている｡
以上､それぞれの変数は､各項目で得られた得点を合
計したものであり､点数が高くなるほど､排准､入浴 ･
清潔保持､食事行為が困難な状態にあることを示してい
る｡
なお､補足として､要介護認定項目は ｢1｣を ｢自立｣
とし､点数が高くなるに従い行為が困難な状態を示して
いる｡しかし､尺度構成が統一されていないため､本研
究では､各項目で得られた得点を､平均値が50点､標準
偏差が10点となるように標準得点化 (T倍化)したもの
を使用している｡ .
各変数の得点状況は､表2の通りである｡
3 分析方法
排准､入浴 ･清潔保持､食事行為の困難な状態を示す
変数である､｢排壮｣変数､｢入浴 ･清潔保持｣変数､
｢食事｣変数をそれぞれに従属変数とし､それぞれの変
数に対し､独立変数である ｢基本動作｣変数､｢認知｣
変薮､｢問題行動｣変数が､どのように影響を与えてい
るのかを､重回帰分析を用い明らかにする｡
その際､基本属性である ｢性別｣､｢年齢｣､｢同別居形
態｣を､コントロール変数として投入することとする｡
』L
(4)
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表2 各変数の得点の記述統計量
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基胡 散
認知座敷
醐 敦
排瞭 数
入各
食轍
287
2!氾
291
311
299
293
492.55
353.47
889.51
162.64
218.の
4280
861.81
622.12
1558.37
2飴.99
367.01
69.85
軌 76
399.28
947.35
199.77
299.!氾
50.0
弧19
64.66
94.67
3W
!氾40
1u0
Ⅱ.分析結果
｢排壮｣変数､｢入浴 ･清潔保持｣変数､｢食事｣変数
をそれぞれに従属変数とし､｢基本動作｣変数､｢認知｣
変数､｢問題行動｣変数を独立変数に､コントロール変
数として ｢性別｣､｢年齢｣､｢同別居形態｣を投入する重
回帰分析を行った｡
その結果､｢排壮｣変数を従属変数とした場合､分散
分析の結果は0.1%水準で有意な関連を示した (F(6,215)
=74.08､･R2-0.67)｡そこで､｢排壮｣変数とそれぞれの
独立変数との関係をみたところ､｢基本動作｣変数 (β
-0.56)と ｢認知｣変数 (β-0.38)が0.1%水準で有意な
正の関連を示した｡また､｢性別｣(βニ 0ー.ll)が1%水
準で有意な負の関連を､｢年齢｣(β-0.08)が5%水準で
有意な正の関連を示した｡
｢入浴 ･清潔保持｣変数を従属変数とした場合､
分散分析の結果は0.1%水準で有意な関連を示した (F
(6,207)-62.84､R2-0.65)｡そこで､｢入浴 ･清潔保持｣
変数とそれぞれの独立変数との関係をみたところ､｢基
本動作｣変数 (♂-0.70)が0.1%水準で有意な正の関連
を示し､｢認知｣変数 (β-0.17)が1%水準で有意な正
の関連を示した｡
｢食事｣変数を従属変数とした場合､分散分析の結果
は0.1%水準で有意な関連を示した (F(6,204)-47.73､
R2=0.58)｡そこで､｢食事｣変数とそれぞれの独立変数
との関連をみたところ､｢基本動作｣変数 (♂-0.50)と
｢認知｣変数 (β-0.38)が0.1%水準で有意な正の関連
を示した (表3)｡･
なお､すべてのVIF値は､2以下であり､独立変数間
に多重共線性が存在しないことを確認している｡
Ⅳ.考察
基礎的生活行為を困難にしている状態には､基本動作､
及び認知の状態が強く影響を与えていた｡特に､入浴や
排壮行為などは､｢移動｣や ｢移乗｣､｢座位保持｣等､
様々な基本動作を組み合わせることにより可能となる｡
そQ?ため､基本動作での困難さが､基礎的生活行為での
困難さに与える影響力は大きい13)14'15)16'｡この点に関して､
ADLを困難にする要因に関する研究において､｢移動｣
や下肢動作を多く必要とする行為が早期に困難となりや
す (ln､入浴､排准､食事行為の順に困難となりやすい
ことを示す先行研究と一致している18u9㌧今回の分析結
果から､基礎的生活行為を困難にする最も大きな要因か
基本動作の状態であることを確認した｡
また､認知機能は､系統だった動作の遂行20せ可能に
しており､それちが困難になると､たとえ身体機能的に
困難が生じていなくとも､生活行為を行うことが困難に
なるとも言われている21招2P3'.たとえば､トイレの ｢場所
を判断｣したり､｢尿意｣を感じたり､認知の状態が大
きく関連していることは先行研究においても示されてい
る24,｡今回の分析結果から､認知の状態が基礎的生活行
為全体に対して与える影響力は､基本動作が与える影響
力と比較しても極めて高いことが明らかになったo
ただ､入浴 ･清潔保持行為に対して認知の状態が与え
る影響度は､他の行為と比較した場合には､やや低い結
果となっていた｡それは､まず､入浴 ･清潔保持行為が
基本動作と強く関連している点､また､入浴 ･清潔保持
行為は基本動作の状態において､かなり初期の段階で困
難になる可能性が高い点などが指摘されており25'､翠知
の状態よりも､身体機能の低下による動作の困難さから
より多くの影響を受けるためであると考える｡
(5)
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表3 基礎的生活行為の状態に影響を与える要因
(N=211)
β t値
.504 9.746***
.384 6.864***
-.003 -0.055
-.047 -1.020
.056 -1.216
.038 0.813
(N=214)
-β t値
.697 14.774***
.173 3.363**
.045 0.947
-.046 -1.086
.003 0.070
.067 1.578
(N=222)
β t値
.559 12.619***
.376 7.742***
.054 1.199
-.110 -2.726**
.084 2.113*
.070 1.752
0.674***
基本動作変数
認知変数
問題行動変数
性別(0-男､1-女)
年齢
同別居形態
(0-独居,1=同居)
R2 0.646*** 0.584***
*p<.05**p<.01***pく.001
独立変数:基本動作変数､故知変数､問題行動変数､性別､年齢.岡別居形態
従属変数:排池変数.入浴･清潔保持変数､食事変致
以上のように､要援護者の基礎的生活行為の困難さを
理解するためには､要援護者本人の基本動作の状態のみI
ならず認知の状態をも踏まえた評価が必要であることが
明らかになった｡それは､アルツハイマー型痴呆の初期
症状としても見られるように､基本動作の状態が困難で●
なくとも､認知を困難とするためにADL障害がみられ
ることからも理解できる26)0
一方で､認知機能に何らかの障害が生じ､その結果二
次的に生じる精神症状や行動の障害27'28'として評価され
る問題行動は､基礎的生活行為を困難にする直接的な要
因ではなかった｡それは､問題行動とは､本人の行為そ
のものを困難にするものではなく､介助の必要性を決定
する介助提供者側からの評価であるためではないかと考
える｡このことは､問題行動の捉え方自体が､介助者の
主観的要素に大きく影響され29mO'､その評価自体が評価
者によっても変化しうることからも理解できる｡
また､排壮行為の困難さには､女性よりも男性におい
て､さらに､年齢が高くなるほど困難になる傾向が見ら
れた｡一般的に､生理的老化にともない動作が横慢とな
り､あるいは､排尿､排便機能の低下により､排壮行為
に困難が生じやすいと考えられる｡しかし､本研究では､
分析対象者の年齢層が後期高齢者という限られた対象者
を中心としていること､また､加齢とともに困難に■なり
やすい基本動作や認知の状態を統制していることから
も､生理的老化による影響を強調することは厳しい｡ま
た､性差が与える影響は､男女の解剖学的構造上の違い
による特徴的な排准障害31)との関連も予想されるが､本
結果のみから､性差と排壮障害との関連を論じることは
できない｡あるいは､性差､年齢差において､客観的に
排壮行為を困難とする状態が生じているのではなく､排
壮行為の困難さを訴える､要援護者の回答傾向が関与し
ている可能性も考えられる｡排壮行為に関する訴えは､
比較的に男性の方が困難な状態を主張しやすく､また､
年齢がより高くなるに従い生理的老化現象の一つとして
訴えやすくなり､回答傾向に影響を与えた可能性も想定
される｡本研究結果からは､性差や年齢差と､排壮行為
の困難さとの因果関係を明確にすることはできないた
め､本解釈の妥当性には議論の余地が残されている｡
最後に､基礎的生活行為の状態を従属変数とする重回
帰モデルの決定係数､すなわち､投入した独立変数で従
属変数を説明しうる割合が平均6割を超える説明力を持
ちえたのは､非常に適したモデルであることが確認され
た｡つまり､要援護者の､排准､入浴 ･清潔保持､食事
行為を困難にする要因は､ほぼ､基本動作､及び認知の
状態で説明されることが明らかになった｡それら以外の
要因として考えられるのは､ たとえば､食事を困難にす
る摂食障害や､排継を困難にする排壮障害､入浴 ･清潔
保持を困難にする皮膚疾患など､特別処置を必要とする
疾病等が考えられる｡また､基礎的生活行為をより困難
l子しているものに､物理的な環境要因も考えられる｡ 今
後､これらの襲因がどのようにそれらの行為に関連して
いるのかを検討していく必要がある｡
福祉分野では､要援護者の状態を理解する場合､
ADLという簡易尺度に頼ることが多く､それらは合計
得点化されて一括 りに議論されることが多い｡しかし､
本研究結果より､排壮､入浴 ･清潔保持､食事行為を困
難にする要因には共通する部分も多いが､それぞれの独
自的な要因をも考慮しなければならないことが示され
(6)
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た｡現在､多様な専門職種を背景とする専門家が､ケア
マネジメント業務に携わっている｡このような現状の中
で､要援護者の基本動作や認知の状態を正確にアセスメ
ントする必要性が､福祉的な視点からも考察できたこと
は意義深い｡このような意義を踏まえた上で､本研究の
限界点として､調査設計が横断的調査であるため､因果
関係を明確に論じることができないことがあげられる｡
今後､明瞭な因果関係を示すためには､実験計画法など
の方法を用いた調査設計も必要であると考える｡
V.おわりに
本研究結果より､要援護在宅高齢者の基礎的生活行為
が困難な状態を理解し､アセスメントをしていくために､
ケアマネジャーが留意しなければならない点がいくつか
考えられる｡それは､①要援護者の基礎的生活行為の困
難さは､基本動作の状態とともに､認知の状態をも踏ま
えた視点からの理解が必要であること､②排壮行為など
の状態把握には､個人の特性や個別性を尊重した理解が
必要であること､である｡
ケアマネジャーには､要援護高齢者の基本動作や認知
の状態が､どのような状態であるのかを正確に把握する
ことがアセスメントの際に求められる｡特に､要援護者
の認知能力が低下してきている場合∴認知能力を的確に
捉えることや､認知能力低下の状態がどめような状態で
あるのかを理解することは難しい32)｡そのため､家族介
助者が医療機関等へと受診に至る場合として､要援護者
の認知機能そのものよりも､そこから派生する問題行動
が生 じた場合に多い33,34･といわれている. したがって､
介護負担を軽減していく上でも､介助者の介護負担感を
高める問題行動35)が顕在化する前に､ケアマネジャーが
要援護者を的確にアセスメントし､モニタリングしなが
ら認知能力の状態を正確に把握しておく必要がある｡
また､ケアマネジャーは､排壮行各などの状態を把握
する場合､要援護者の個別性や個人特性を配慮 して理解
していく必要がある｡本研究の結果､性差や年齢差が排
壮行為と関連していることが明らかになったことから
も､排継などの基礎的生活行為についての援助を行う際､
個人の特性や個人生活のプライバシーを考慮した対応が
必要であるといえる｡ここで取り上げた留意点がケアマ
ネジャーによっで守られれば､より良いケアマネジメン
ト実践が行われるものと考えられ､さらに､要援護者の
生活の質の一部が高 く保持されていくものと考えられ
る｡
(7)
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要援護在宅高齢者の基礎的生活行為を困難にする要因
～基本動作､認知､問題行動要因に焦点をあてて～
福井貞亮 ･岡田進一 ･白樺政和
要旨 :本研究の目的は､要援護在宅高齢者の基礎的生活行為を困難にする要因を明らかにすることである｡調査設計はI
横断的調査である.アセ不メント用紙を用い､ケアマネジャーが要援護在宅高齢者への聞き取 り調査からデータ収集を
行った｡本研究では､そのデータを使用.し､二次分析を行った｡調査対象者数は321名である｡本研究で使用 した尺度
は､すでに信頼性と安身性が確認されたものである｡分析の結果は､(1)排壮行為には､基本動作､認知機能､年齢
や性別などの要因が影響を与えていた｡また､(2)基本動作や認知機能は､入浴 ･清潔保持行為と食事行為に影響を
与える重要な要因であった｡本結果から､ケアマネジメント実践において､(1)要援護在宅高齢者の基礎的生活行為
の困難な状態を包括的に理解するために､基本動作 と認知機能の状態を正確にアセスメントをする必要があること､
(2)排壮行為は非常に私的な行為であり∴ ケアマネジャーは､その手とに配慮 しながら､排壮行為の状態を理解 し､
援助目標を設定する必要のあることが捷起される｡
(8)
